
 

義務教育９年間を見通した指導体制の在り方等に関する検討会議 

の開催について 

 

令和２年９月８日 

初等中等教育局長決定 

 

１．趣旨 

中央教育審議会初等中等教育分科会「新しい時代の初等中等教育の在り方 

論点取りまとめ」（令和元年 12 月）の中で「義務教育９年間を見通した指導体

制の整備に向けて、小学校高学年の児童の発達の段階、外国語教育をはじめと

した教育内容の専門性の向上などを踏まえ、令和４年度を目途に小学校高学

年からの教科担任制を本格的に導入すべき」とされていることから、小学校高

学年からの教科担任制の導入等に向けた教職員定数の確保の在り方について

専門的・技術的な検討を行うため、「義務教育９年間を見通した指導体制の在

り方等に関する検討会議」（以下「検討会議」という。）を開催する。 

 

２．検討事項 

（１）優先的に専科指導の対象とすべき教科について 

（２）専科指導の専門性を担保する方策について 

（３）学校規模や地理的条件に応じた教職員配置の在り方について 

（４）その他教職員定数の確保の在り方について 

 

３．実施方法 

（１）検討会議は、別紙の学識経験者等の協力を得て検討を行う。 

（２）必要に応じて別紙以外の関係者にも協力を求めることができる。 

 

４．開催期間 

  令和２年９月８日から令和３年 12 月 31 日までとする。 

 

５．その他 

本検討会議の庶務は、関係局課の協力を得て初等中等教育局財務課におい

て行う。 
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